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【大学等の設置の趣旨・必要性】 

（是正事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

本博士後期課程で養成する人材像としての「高度看護実践者」とは、臨床現場で活躍す

る看護職のみならず、看護実践現場に還元できる研究を行える研究者、実践力と研究力を

もって看護職の育成に当たる教育者を指しています。 

山梨県は少子高齢化が国より速いペースで進んでおり、県民が安心して暮らし続けら

れるための医療提供体制づくりの推進を図っています（第７次山梨県地域保健医療計画

資料 15）。地域医療構想を踏まえ短期間での必要な医療の提供、安定した在宅への移行・

継続、地域格差の是正等、山梨県の課題に対し、役割を発揮できる看護職が求められてい

ます。 

本学博士前期課程は、高度な看護実践力の修得を主軸の目標に置き人材育成を行って

います。今回、博士後期課程を設置することで、看護実践現場に存在する課題や問題を研

究によって解明しその成果を現場に還元できることや、新たな看護ケアの開発及び地域

包括ケアシステムの改革を推進できる能力を持った人材育成を行いたいと考えています。

また、深刻な山梨県内の看護系教育機関の教員不足にも対応するために、看護実践力と研

究力を基盤にした看護学教育者・研究者の育成も考えております。（資料 16） 

博士後期課程の教育目標には高度看護実践者として①看護ケアの開発や地域包括ケア

システムの改革を志向した研究が実施できる能力の育成 ②看護実践の知の体系化と発

展に寄与する研究を自立して実施できる能力の育成 ③高度な看護実践力と研究力を基

盤に、専門知識・技術と教育指導力をもって質の高い教育を展開できる能力の育成 をあ

げています。 

山梨県の持つ課題を鑑み、本学博士後期課程で養成したい「高度看護実践者」の具体的

な人材像は、①看護実践現場で活躍する高度専門職業人、具体的には、看護ケアの開発や

地域包括ケアシステムの改革を志向した研究が実施でき現場に還元し、変革を主導でき

る能力をもった医療機関で働く看護師・助産師、訪問看護ステーションで働く看護師、行

政で働く保健師などの実践現場のリーダー ②大学等研究機関で活躍する看護学研究者、

具体的には、看護実践の知の体系化と発展に寄与する研究を自立して実施できる能力を

持ち、研究成果を実践現場の看護職とともに現場に還元できる能力を持った大学等で働

く研究者 ③看護系教育機関で活躍する看護学教育者、具体的には、高度な看護実践力と

研究力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力をもって質の高い教育を展開できる能力

１．＜養成する人材像が不明確＞  

   養成する人材像として「高度看護実践者」が示されているが、どのような人材か不

明確なので、具体的に説明すること。 
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を持った看護系教育機関で活躍する教員です。これらを １ 設置の趣旨及び必要性 

(1)設置の趣旨 に追記・修正をいたしました。 

 

(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（１－２ページ） 

新 旧 

１ 設置の趣旨及び必要性 

（１）設置の趣旨 

山梨県立大学は、山梨県を設置主体とし

て、「グローカルな知の拠点となる大学」「未

来の実践的な担い手を育てる大学」「地域に

開かれ地域と向き合う大学」を建学の理念と

し、山梨県の地域課題を地域と協働して解決

し県の発展に寄与することを目指して、平成

17 年に山梨県立看護大学と山梨県立短期大

学が合併して設立された。学部・大学院研究

科の構成は、国際政策学部、人間福祉学部、

看護学部、大学院看護学研究科（修士課程）

となっている。看護学部は昭和 28 年度に設

立された山梨県立高等看護学院、平成７年度

に開校した山梨県立看護短期大学、平成 10

年度開学の山梨県立看護大学を経て、平成 17

年度に山梨県立大学看護学部となった。山梨

県立看護大学であった平成 14 年４月には、

山梨県民の保健・医療・福祉の発展に寄与で

きる高度専門職業人、看護学教育者および看

護学研究者等の人材の育成を目的に、大学院

看護学研究科修士課程を設置し、現在 12 の

研究コースと４の専門看護師コースを開設

している。いずれの看護学の専門分野も山梨

県内・外から広く大学院生を受け入れてお

り、開設以来今日に至るまでに 115名の修了

生を輩出し、各地域の保健医療機関や教育機

関で自らの専門能力を活かして主体的に看

護の実践活動や教育活動に取り組んでいる。 

現在、わが国においては、2025年の少子超

高齢化、多死社会の到来を見据えた社会保障

１ 設置の趣旨及び必要性 

（１）設置の趣旨 

山梨県立大学は、山梨県を設置主体とし

て、「グローカルな知の拠点となる大学」「未

来の実践的な担い手を育てる大学」「地域に

開かれ地域と向き合う大学」を建学の理念と

し、平成 17 年に山梨県立看護大学と山梨県

立短期大学が合併して設立された。学部・大

学院研究科の構成は、国際政策学部、人間福

祉学部、看護学部、大学院看護学研究科（修

士課程）となっている。看護学部は昭和 28年

度に設立された山梨県立高等看護学院、平成

７年度に開校した山梨県立看護短期大学、平

成 10 年度開学の山梨県立看護大学を経て、

平成 17 年度に山梨県立大学看護学部となっ

た。山梨県立看護大学であった平成 14 年４

月には、山梨県民の保健・医療・福祉の発展

に寄与できる高度専門職業人、看護学教育者

および看護学研究者等の人材の育成を目的

に、大学院看護学研究科修士課程を設置し、

現在 12 の研究コースと４の専門看護師コー

スを開設している。いずれの看護学の専門分

野も山梨県内・外から広く大学院生を受け入

れており、開設以来今日に至るまでに 115名

の修了生を輩出し、各地域の保健医療機関や

教育機関で自らの専門能力を活かして主体

的に看護の実践活動や教育活動に取り組ん

でいる。 

 

現在、わが国においては、2025 年の少子超

高齢化、多死社会の到来を見据えた社会保障
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制度改革が進み、地域を基盤とした地域包括

ケアシステムの構築を目指している。山梨県

では、医療機能の分化・連携の推進や医療と

介護の連携強化によって、人々が住み慣れた

地域で安心して暮らし続けることができる

ための切れ目のない良質かつ適切な医療を

効率的に提供する体制づくりを目指してい

る(第７次山梨県地域保健医療計画 資料

15)。県は本計画に則り、地域包括ケアシステ

ムと医療提供体制の強化を推進しているが、

高度医療や看護サービス、在宅医療の提供に

おいては深刻な地域偏在や格差などの問題

や課題が山積している。 

人々が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けるための山梨県の医療提供体制づくり

は、生活者の近くに存在して医療と生活をつ

なぐ役割を担う看護職にとっても取り組む

べき課題である。そのため看護職は、保健・

医療・福祉の場で生活する人々の健康状態、

生活能力や地域が持つケア力および保健・医

療や介護・療育のニーズを査定し、他の専門

職と連携協働して主体的に看護ケアをマネ

ジメントする役割が求められている。今後ま

すます少子高齢化が進む現状において、看護

に求められる役割はさらに拡大されていく

ことが予測される。これら社会や県民からの

要求に応えていくには、保健・医療・福祉の

現場で起こっている多様かつ複雑な課題や

問題を看護の視点から的確に捉え分析し、新

たな看護ケアの開発や地域包括ケアシステ

ムの改革を推進していく人材が必要不可欠

である。 

しかし、看護実践力の修得を目標とした人

材の育成を主軸にしている修士課程では、実

践現場に存在するこれらの課題・問題を研究

によって解明して成果を現場に還元するこ

制度改革が進み、地域を基盤とした地域包括

ケアシステムの構築を目指している。山梨県

では、医療機能の分化・連携の推進や医療と

介護の連携強化によって、人々が住み慣れた

地域で安心して暮らし続けることができる

ための切れ目のない良質かつ適切な医療を

効率的に提供する体制づくりを目指してい

る(第７次山梨県地域保健医療計画)。本計画

に則り、地域包括ケアシステムと在宅医療提

供体制の強化を推進しているが、高度医療や

看護サービス、在宅医療の提供においては深

刻な地域偏在や格差などの問題や課題が山

積している。 

人々が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けるための山梨県の医療提供体制づくり

は、生活者の近くに存在して医療と生活をつ

なぐ役割を担う看護職にとっても取り組む

べき課題である。そのため看護職は、保健・

医療・福祉のあらゆる場で生活する人々の健

康状態、生活能力や地域が持つケア力および

保健・医療や介護のニーズを査定し、他の専

門職と連携協働して主体的に看護ケアをマ

ネジメントする役割が求められている。今後

ますます少子高齢化が進む現状において、看

護に求められる役割はさらに拡大されてい

くことが予測される。これら社会や人々から

の要求に応えていくには、保健・医療・福祉

の現場で起こっている多様かつ複雑な課題

や問題を看護の視点から的確に捉え分析し、

新たな看護ケアの開発や地域包括ケアシス

テムの改革を推進していく人材が必要不可

欠である。 

しかし、看護実践力の修得を目標とした人

材の育成を主軸にしている修士課程では、実

践現場に存在するこれらの課題・問題を研究

によって解明して成果を現場に還元するこ
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とや、新たな看護ケアの開発及び地域包括ケ

アシステムの改革を推進する能力の育成ま

でには修了生のアンケート結果からみても

至っていない（資料１）。したがって、博士後

期課程において、看護実践の知の体系と発展

に資する研究を自立して行い、新たな看護ケ

アの開発及び地域包括ケアシステムの改革

の推進に貢献できる高度看護実践者の排出

が急務である。 

また、看護系教育機関は深刻な教員不足で

ある（資料 16）。本学の教員も助手・助教・

講師を務めながら、中には専門性を求めて県

外の博士後期課程に通っている教員もおり、

資質の高い看護教員・研究者の確保は、長年

にわたって県内看護系大学・養成教育機関の

抱えている深刻な問題である。 

このような山梨県の状況を踏まえ、本学博士

後期課程で育成したい高度看護実践者とは、

①看護実践現場で活躍する高度専門職業人、

具体的には、看護ケアの開発や地域包括ケア

システムの改革を志向した研究が実施でき

現場に還元し、変革を主導できる能力をもっ

た医療機関で働く看護師・助産師、訪問看護

ステーションで働く看護師、行政で働く保健

師などの実践現場のリーダー ②大学等研

究機関で活躍する看護学研究者、具体的に

は、看護実践の知の体系化と発展に寄与する

研究を自立して実施できる能力を持ち、研究

成果を実践現場の看護職とともに現場に還

元できる能力を持った大学等で働く研究者 

③看護系教育機関で活躍する看護学教育者、

具体的には、高度な看護実践力と研究力を基

盤に、専門的知識・技術と教育指導力をもっ

て質の高い教育を展開できる能力を持った

看護系教育機関で活躍する教員である。 

とや、新たな看護ケアの開発及び地域包括ケ

アシステムの改革を推進する能力の育成ま

でには修了生のアンケート結果からみても

至っていない（資料１）。したがって、博士後

期課程において、看護実践の知の体系と発展

に資する研究を自立して行い、新たな看護ケ

アの開発及び地域包括ケアシステムの改革

の推進に貢献できる高度看護実践者の排出

が急務である。 
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（是正事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

学生確保の見通しをつけるため、本学大学院修士課程修了者のうち、メールによるアンケ

ート調査が可能で、博士の学位を取得していない 44人と、本学看護学部教員で他大学大学

院修士課程を修了している６人、本学大学院修士課程の在院生 28人に対し、山梨県立大学

大学院博士後期課程の設置の趣旨、専門分野、専門領域の概要、ディプロマ・ポリシーを明

記し、具体的に本学大学院博士後期課程での教育がイメージできるように説明しました。

（資料 11）そのうえで、本学大学院博士後期課程への進学希望調査を実施しました（資料

12）。また、学生確保のための地域連携体制を明確にするために、山梨県内で大学院を持た

ない看護系大学看護学部の責任者と、本学と包括連携協定を締結している地方独立行政法

人山梨県立病院機構看護局の看護局長に、山梨県立大学大学院博士後期課程の設置の趣旨、

専門分野、専門領域の概要、ディプロマ・ポリシーを明記し、具体的に本学大学院博士後期

課程での教育がイメージできるように説明して（資料 13）、ヒヤリングを実施しました（資

料 14・15）。 

１．修士課程修了者・在院生への調査結果 

本学修士課程修了生 39 人と本学看護学部教員６人、在院生 11 人から回答を得ました。

博士課程進学希望については、「進学したい」が 11人（19.6％）で進学希望時期は「1～2年」

が７人、「できるだけ早く」が４人でした。また、「条件が合えば進学したい」は 14人（25.0％）

であり、進学時期は「1～2 年」が１人、「3～4 年」が 10 人、「5 年以降」が１人、「できる

だけ早く」が１人、無回答１人でした。さらに「将来進学したい」は３人（5.4％）で進学

時期は「3～4年」が１人、「５年以降」が２人存在しました。進学理由（複数回答）として

は、「高度な専門的知識や能力を身に着けたい」が 25人（89.3％）、「研究者としての能力を

高めたい」が 21人（75.0％）、「教育者としての能力を高めたい」が 13人（46.4％）となっ

ています（資料 16）。 

２．大学院を有しない山梨県内の看護系大学看護学部の責任者へのヒヤリング調査 

山梨県内の大学院を有しない看護系大学看護学部の責任者からは、「大学の教員には博士

の学位取得が必要である。また、大学教員のみならず、実習地の管理者や指導者も博士の学

位をもって看護実践力や研究力、教育力を有する必要があると考える。山梨県立大学大学院

２．＜学生確保の見通しが不明確＞  

学生確保の見通しについて、既設の修士課程の定員充足率が 0.85倍であることや、

同課程修了生へのアンケートをみる限り、すぐに大学院への進学を希望する者が少

数であることを踏まえると、学生確保を十分に行えるか懸念が残る。このため、地

域との連携体制等についてより詳細な分析を加えるなど、客観的な根拠に基づいて

学生確保の見通しを具体的に説明すること。 
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看護学研究科と連携して、教員養成を図っていきたい」との回答を得ました（資料 17）。 

３．本学と包括連携協定を締結している地方独立行政法人山梨県立病院機構看護局への

ヒヤリング調査結果 

包括連携協定を締結している地方独立行政法人山梨県立病院機構看護局の看護局長から

は、「院内の看護者自身がキャリアプランを実現できるよう支援するために、キャリアの道

とキャリアラダーⅠ～Ⅴを示している。その中には様々な資格との関係だけではなく、大学

院博士前期・後期課程修了をキャリアの道の１つとして明示することを検討しており、看護

者の大学院博士前期課程・後期課程への進学者を支援している」との回答を得ました。（資

料 18）。 

以上の結果から、大学院博士後期課程へ「進学したい」が 11人であり、進学時期として

は「1～2年後」が７人、「できるだけ早く」が４人であり、本学修士課程修了生８人、他大

学修士課程修了生（本学看護学部教員）３人が明確に進学意思を示しています。また、「条

件が合えば進学したい」が 14人、「将来的に進学したい」が３人いること、さらに大学院を

有しない県内看護系大学の教員の博士の学位取得のための本学大学院との連携や、県内病

院の看護師の卒後教育に大学院での教育が組み込まれていくことが見込まれるため、本学

大学院看護学研究科博士後期課程が開設されたから安定的な学生確保ができる根拠となり

得ると考えましたので、その旨を記載しました。 

 

(新旧対照表)学生確保の見通しを記載した書類（１－３ページ） 

新 旧 

１．学生確保の見通し及び申請者としての取

り組み状況 

１）学生確保の見通し 

 （１）定員充足の見込み 

① 山梨県立大学大学院看護学研究科博士

後期課程への進学希望に関する調査 

山梨県立大学大学院看護学研究科博士後

期課程での学生確保の見通しを立てるため

に、博士の学位を有しない本学大学院修士課

程修了生 44 人と他大学大学院修士課程を修

了した本学看護学部教員６人、本学大学院修

士課程在院中の 28 人を対象として、本大学

大学院看護学研究科看護学専攻博士後期課

程への進学希望を調査した。調査の依頼文に

は、山梨県立大学大学院博士後期課程の設置

の趣旨、専門分野、専門領域の概要、ディプ

１．学生確保の見通し及び申請者としての取

り組み状況 

１）学生確保の見通し 

 （１）定員充足の見込み 

① 山梨県立大学大学院看護学研究科博士

後期課程への進学希望に関する調査 

山梨県立大学大学院看護学研究科博士後

期課程での学生確保の見通しを立てるため

に、山梨県内外に居住する本大学大学院修了

生 109名のうちの 107名（２名住所不明）と、

山梨県内の全病院 60施設、山梨県内の全 27

市町村、および山梨県内の看護系の教育機関

５施設（専門学校４施設、大学院を有しない

大学１施設）、山梨県訪問看護ステーション

協議会に所属している全訪問看護ステーシ

ョン 44 施設で就業している他大学の大学院
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ロマ・ポリシーを明記し、具体的に本学大学

院博士後期課程での教育がイメージできる

ように記載した（資料 11）。本学看護学部教

員（本学大学院修士課程修了生と他大学大学

院修士課程修了生）には、調査用紙を配布し、

回収ボックスにて回収した。その他は電子メ

ールで配信し返信を依頼した（資料 12）。調

査は、令和２年８月に実施した。 

令和元年８月に調査した結果では、本大学

院修士課程修了生 48 人と山梨県内で就業し

ている他大学院修士課程修了生 29 人、合計

77人から回答を得た。すでに博士の学位を取

得しているものが４人いた。博士後期課程へ

の進学希望については、「進学したい」が６人

（7.8％）であり、進学希望時期は「1～2年」

が２人、「3～4年」が３人、「５年以降」が１

名であった。また、「条件が合えば進学した

い」は 21 人であり、進学希望時期は「1～2

年」が４人、「3～4年」が６人、「できるだけ

早く」が２人存在した。さらに「将来進学し

たい」は本大学院修了者に２人おり、そのう

ちの１名は進学希望時期を「できるだけ早

く」と回答していた。本大学院修士課程に在

籍する学生への調査では、28人に調査票を配

布し、回収箱へ投函する方法によって回答を

得た。その結果、19人（67.9％）の在学生か

ら回答を得た。７人（36.8％）が博士後期課

程への進学希望について「条件が合えば進学

したい」、３人（15.8％）が「将来進学したい」

と回答し、進学希望時期については、「1～2

年後」が１人、「3～4年後」が１人、「できる

だけ早く」が１人であった（資料２）。 

今回の調査では、本学修士課程修了生39人

と本学看護学部教員６人、在院生 11 人から

回答を得た。 

博士課程進学希望については、「進学した

修士課程を修了した看護職者、および本学大

学院看護学研究科に在籍している学生を対

象として、本大学大学院看護学研究科看護学

専攻博士後期課程への進学希望を調査した。

調査票には、山梨県立大学大学院看護学研究

科博士後期課程を設置予定であることと博

士後期課程教育目標を記載した。さらに参考

資料としてディプロマ・ポリシーと予定され

る科目と学修内容を記載し、本大学院博士後

期課程で養成する人材像をイメージできる

ようにした（資料１）。調査票の配布、回収は

郵送とし、令和元年８月に調査を実施した。

他大学院修士課程修了者の人数把握が困難

であったため、各医療機関等に相当数を配布

し該当者への配布を依頼した。 

その結果、本大学院修士課程修了生 48 人

と山梨県内で就業している他大学院修士課

程修了生 29人、合計 77人から回答を得た。

すでに博士の学位を取得しているものが４

人いた。博士後期課程への進学希望について

は、「進学したい」が６人（7.8％）であり、

進学希望時期は「1～2年」が２人、「3～4年」

が３人、「５年以降」が１名であった。また、

「条件が合えば進学したい」は 21人であり、

進学希望時期は「1～2年」が４人、「3～4年」

が６人、「できるだけ早く」が２人存在した。

さらに「将来進学したい」は本大学院修了者

に２人おり、そのうちの１名は進学希望時期

を「できるだけ早く」と回答していた。 

本大学院修士課程に在籍する学生への調

査では、28人に調査票を配布し、回収箱へ投

函する方法によって回答を得た。その結果、

19人（67.9％）の在学生から回答を得た。７

人（36.8％）が博士後期課程への進学希望に

ついて「条件が合えば進学したい」、３人

（15.8％）が「将来進学したい」と回答し、
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い」が 11人（19.6％）で進学希望時期は「1

～2年」が７人、「できるだけ早く」が４人で

あった。また、「条件が合えば進学したい」は

14人（25.0％）であり、進学時期は「1～2年」

が１人、「3～4 年」が 10 人、「5 年以降」が

１人、「できるだけ早く」が１人、無回答１人

であった。さらに「将来進学したい」は３人

（5.4％）で進学時期は「3～4年」が１人、

「５年以降」が２人存在した。進学理由（複

数回答）としては、「高度な専門的知識や能力

を身に着けたい」が 25 人（89.3％）、「研究

者としての能力を高めたい」が 21 人

（75.0％）、「教育者としての能力を高めた

い」が 13人（46.4％）となっている。進学希

望領域としては、臨床開発看護学領域と地域

包括ケア看護学領域が各 10 人、母子育成看

護学領域が２人、「決まっていない」が６人で

あった（資料 16）。 

また、山梨県内の大学院を有しない看護系

大学看護学部の責任者と包括連携協定を締

結している実習病院である山梨県立病院機

構の看護局長にも、山梨県立大学大学院博士

後期課程の設置の趣旨、専門分野、専門領域

の概要、ディプロマ・ポリシーを説明し（資

料 13）、学生確保のための地域連携体制を明

確にするためのヒヤリングを実施した（資料

14・15）。山梨県内の大学院を有しない看護系

大学からは、「大学の教員には博士の学位取

得が必要である。また、大学教員のみならず、

実習地の管理者や指導者も博士の学位をも

って看護実践力や研究力、教育力を有する必

要があると考える。山梨県立大学大学院看護

学研究科と連携して、教員養成を図っていき

たい」との回答を得た（資料 17）。さらに、

包括連携協定を締結している実習病院であ

る山梨県立病院機構の看護局では、院内の看

進学希望時期については、「1～2 年後」が１

人、「3～4年後」が１人、「できるだけ早く」

が１人であった（資料２）。 

また、現在山梨県内唯一の博士課程である山

梨大学医工農学総合教育部博士課程ヒュー

マンヘルスケア専攻の 2015年度から 2018年

度の入学志願者を見ると、入学定員４人のと

ころ、1～9 人と幅はあるが平均 4.5 人と入

学定員を上回っており、博士課程での就学の

ニーズはあると判断できる。 

現時点で「進学したい」が６人、「条件が合

えば進学したい」が 24 人おり、入学希望時

期として 30人のうち「1～2年」が７人いる

ことから、入学定員である３人を満たすこと

はできる。博士後期課程への進学希望時期の

差はあるものも、修士課程修了生と在学生 96

人中進学希望は 39 人（40.6％）となり、山

梨県内の他大学の博士課程への志願者状況

を併せると、博士後期課程への入学に対する

かなりの潜在的ニーズがあることが示され

ている。山梨県内を中心として本学大学院博

士後期課程への将来的な進学希望者に繋が

るよう、学生確保に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

護者自身がキャリアプランを実現できるよ

う支援するために、キャリアの道とキャリア

ラダーⅠ～Ⅴを示している。その中には様々

な資格との関係だけではなく、大学院博士前

期・後期課程修了をキャリアの道の１つとし

て明示することを検討しており、看護者の大

学院博士前期課程・後期課程への進学者を支

援している（資料 18）。 

現時点で、「進学したい」が 11人おり、進

学希望として「1～2年」か「できるだけ早く」

と回答していることから、入学定員で３人を

満たすことはできる。また「条件が合えば進

学したい」は 14人、「将来的に進学したい」

が３人となっている。さらに、大学院を持た

ない山梨県内の看護系大学との教員養成に

関する連携体制、実習病院における看護者の

大学院博士前期課程・後期課程への進学が卒

後教育システムの中に組み込まれていくこ

とは、大学院博士後期課程への将来的な進学

者確保にもなっていくため、他大学や関連病

院との連携においても、学生確保に努めてい

く。 

 

② 調査の自由記載欄への記述 

自由記載の「本学大学院博士後期課程看護

学専攻についての希望・意見」に対する記述

は、①専門職としてさらに専門的知識の修得

や研究力、教育力の向上のため博士後期課程

で学ぶ必要がある、②働きながら学びたいた

めの長期履修制度や夜間・土日開講、環境整

備や支援を希望するという２点に集約され

た。前回の調査では「博士課程へ進学する時

の希望」に対する意見は、修士課程修了者、

本大学在校生とともに、①今まで通りに就業

しながら学んでいきたい、②就業しながら学

ぶことのできるような授業日の設定や長期

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調査の自由記載欄への記述 

自由記載の「博士課程へ進学する時の希

望」に対する意見は、修士課程修了者、本大

学院在校生ともに、①今まで通りに就業しな

がら学んでいきたい、②就業しながら学ぶこ

とのできるような授業日の設定や長期履修

制度、経済支援を望むという２点に集約でき

た。「博士課程への意見」としては、①博士課

程で学ぶことは山梨県の看護の質、専門性の

向上につながる、②高度実践者としての質向

上には博士課程が不可欠の２つの意見に集

約できた。 

以上の結果から、大学院博士後期課程への
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履修制度、経済支援を望むという２点に集約

できた。「博士課程への意見」としては、①博

士課程で学ぶことは山梨県の看護の質、専門

性の向上につながる、②高度実践者としての

質向上には博士課程が不可欠の２つの意見

に集約でき、内容としては同様であった（資

料 16）。 

以上の結果から、大学院博士後期課程へ

「進学したい」が 11 人であり、進学時期と

しては「1～2年後」が７人、「できるだけ早

く」が４人であり、本学修士課程修了生８人、

他大学修士課程修了生（本学看護学部教員）

３人が明確に進学意思を示している。また、

「条件が合えば進学したい」が 14人、「将来

的に進学したい」が３人いること、さらに大

学院を有しない県内看護系大学の教員の博

士の学位取得のための本学大学院との連携

や、県内病院の看護師の卒後教育に大学院で

の教育が組み込まれていくことが見込まれ

るため、本学大学院看護学研究科博士後期課

程が開設されたから安定的な学生確保がで

きる根拠となり得る。 

 

進学希望者は 39 名存在することが確認でき

た。進学希望時期には幅があるものの、本大

学院修士課程修了者と山梨県内で就業して

いる他大学院の修士課程修了者、本学大学院

在学生のうち 40％が進学を希望していた。こ

れらの博士後期課程進学希望者のほとんど

は山梨県内で就業しており、博士後期課程の

進学の際には仕事と学業の両立を望んでい

ることから、通勤・通学が可能である本学大

学院博士後期課程を考えているものと推察

される。本大学院看護学研究科看護学専攻博

士後期課程が開設されてからの安定的な学

生確保ができる根拠となり得る。 
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（是正事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

本学大学院修士課程の修了者が就業している山梨県内の５病院と山梨県看護協会立訪問

看護ステーション部の看護責任者、山梨県福祉保健部の山梨県採用の保健師の統括保健師

に、山梨県立大学大学院博士後期課程の設置の趣旨、専門分野、専門領域の概要、ディプロ

マ・ポリシーを明記し、具体的に本学大学院博士後期課程での教育がイメージできるように

説明しました（資料 19）。そのうえで、病院での博士の学位を持った看護者の必要性や本学

大学院博士後期課程への進学者への支援等についてヒヤリング調査を実施し（資料 20・21、

22）、以下のような回答を得ました（資料 23・24・25）。 

 

１．博士の学位を持った看護者の必要性 

「博士の学位を持った看護者が看護実践の役割モデルや教育担当者として後進の教育・

指導にあたってもらうことで看護の質向上は図れる。看護研究の指導者としての活用でき

るので、病院としては必要な人材である」、「看護実践の向上のために、研究的視点から指導・

教育ができる博士の学位取得者を必要としている」、「博士の学位を持った指導者が必要で

ある」「訪問看護ステーションには研究能力が高い博士の学位を持った指導者が必要」、「県

の保健師には関係者の調整、人材育成等広域的な視野や視点、専門性が必要であることから

博士の学位を持った保健師が必要」との回答を得ました。 

 

２．博士の学位を持った看護者の採用 

「積極的に採用したい、採用可能である」、「博士の学位を持った看護者を採用というより

は、現在就業している院内の看護者が博士の学位を取得して継続的に就業していってもら

いたい」、「博士課程への進学も視野に入れてリーダーとして活躍してもらえる人材を得た

い」と回答していました。一方課題として「身分保障に関する課題はある」「博士課程修了

後のポジションの確保の検討」との回答もありました。 

 

３．本学大学院博士後期課程への進学を希望した看護職員への支援 

すべての関係機関で「支援したい」と回答しました。具体的支援として、「大学院の授業

は出張扱いにする」、「年休の調整、休職制度の活用」、「修学資金の付与」をあげていました。

また、「学位取得を給与に反映させることの検討をしている」ことも回答されていました。 

３．＜卒業生に対する社会的需要が不明確＞  

   山梨県内の状況を踏まえて本研究科を設置することとしているが、県内の医療機関

等に対するアンケート結果では博士学位取得者の地域需要は必ずしも高くない。 

客観的な根拠に基づいて具体的に説明すること。 
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４．本学大学院博士後期課程看護学専攻に関する意見・希望 

「これからは、大学院の修士課程や博士課程を修了した看護者が臨床現場で活躍してい

く時代になってくる」、「博士の学位を持った看護者が地域でも活躍できれば県内の看護の

質向上につながる」、「大学院博士前期課程・後期課程を卒後教育に活用していきたい」、「修

士や博士の学位を持った看護のリーダーが必要であり、支援を大学と連携していきたい」

「遠隔授業等も検討してほしい」「山梨県立大学と連携協定があるため、積極的に大学院へ

の進学を進めたい」との回答がありました。 

 

以上のことから、博士の学位を持った看護者には、看護実践のモデルとしての活躍や教育

担当者としての教育指導、さらには多職種連携におけるマネジメントができるリーダーと

しての役割が期待されており、博士の学位を持った看護者の必要性が強調されていました。

ヒヤリングの結果から、本学大学院博士後期課程修了生に対する地域の期待は大きく、地域

需要があると判断しましたので、その旨を記載しました。 

 

(新旧対照表)学生確保の見通し等を記載した書類（５－７ページ） 

新 旧 

２．人材需要の動向等の社会の要請 

２）上記１）が社会的、地域的な人材需要の

動向を踏まえたものであることの客観

的根拠 

（２）地域のニーズ 

 ① 山梨県立大学大学院看護学研究科博

士後期課程設置に対する関係機関への調

査 

山梨県内で本学大学院看護学研究科修士

課程修了者が就業している５病院の看護責

任者と山梨県看護協会立訪問看護ステーシ

ョン部の責任者、山梨県福祉保健部の山梨県

採用の保健師の統括保健師を対象として、山

梨県立大学大学院博士後期課程の設置の趣

旨、専門分野、専門領域の概要、ディプロマ・

ポリシーを明記し、具体的に本学大学院博士

後期課程での教育がイメージできるように

説明したうえで（資料 19）、山梨県立大学大

学院看護学研究科博士後期課程修了者の必

要性等をヒヤリング調査した（資料 20・21・

２．人材需要の動向等の社会の要請 

２）上記１）が社会的、地域的な人材需要の

動向を踏まえたものであることの客観

的根拠 

（２）地域のニーズ 

 ① 山梨県立大学大学院看護学研究科博

士後期課程設置に対する関係機関への調

査 

山梨県内の全病院 60 施設の責任者と山梨

県内の全 27 市町村の保健師の責任者、山梨

県と５つの看護の教育機関（専門学校４施

設、大学院を有しない大学１施設）及び山梨

県訪問看護ステーション協議会に所属して

いる全訪問看護ステーション 44 施設の各看

護管理者を対象として、山梨県立大学大学院

看護学研究科博士後期課程の設置の必要性

等を調査した。調査は令和元年８月に実施し

た（資料５）。その結果、78施設（56.9％）

から回答があった。自施設において博士学位

取得者が「非常に必要」と回答したのは４施
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22）。調査は、令和２年８月に実施した。 

令和元年８月に実施した調査では、山梨 

県内の全病院 60 施設の責任者と山梨県内の

全 27 市町村の保健師の責任者、山梨県と５

つの看護の教育機関（専門学校４施設、大学

院を有しない大学１施設）及び山梨県訪問看

護ステーション協議会に所属している全訪

問看護ステーション 44 施設の各看護管理者

を対象として、山梨県立大学大学院看護学研

究科博士後期課程の設置の必要性等を調査

した。調査は令和元年８月に実施した（資料

５）。その結果、78 施設（56.9％）から回答

があった。自施設において博士学位取得者が

「非常に必要」と回答したのは４施設

（5.1％）、「将来必要」が 24施設（30.8％）

であり、合計 28 施設（35.9％）で必要性が

あると考えていた。「どちらともいえない」は

36施設（46.2％）あり、「必要ない」は 11施

設（14.1％）であった。また、博士学位取得

者を「採用したい」は 17施設（21.8％）、「将

来採用したい」は 18 施設（23.1％）と、35

施設（44.9％）が採用したいと考えていた。 

今回の調査においては、５病院の看護責任

者と山梨県看護協会立訪問看護ステーショ

ン部、山梨県福祉保健部の山梨県採用の保健

師の統括保健師から回答を得た（資料 23・24・

25）。 

 博士の学位を持った看護者の必要性につ

いて、「博士の学位を持った看護者が看護実

践の役割モデルや教育担当者として後進の

教育・指導にあたってもらうことで看護の質

向上は図れる。看護研究の指導者としての活

用できるので、病院としては必要な人材であ

る」、「看護者のキャリアアップのために進学

をさせていきたい」、「看護実践の向上のため

に、研究的視点から指導・教育ができる博士

設（5.1％）、「将来必要」が 24施設（30.8％）

であり、合計 28 施設（35.9％）で必要性が

あると考えていた。「どちらともいえない」

は 36施設（46.2％）あり、「必要ない」は 11

施設（14.1％）であった。また、博士学位取

得者を「採用したい」は 17施設（21.8％）、

「将来採用したい」は 18施設（23.1％）と、

35 施設（44.9％）が採用したいと考えてい

た。また自施設における修士の学位取得者

は、０人が 51施設（65.4％）、1～5人未満が

22 施設（28.2％）、5～10 人未満が２施設

（2.6％）、10人以上が１施設（1.3％）であ

った。博士学位取得者は、０人が 73 施設

（93.6％）、1～2人が３施設（3.8％）であっ

た。進学者への支援では、「支援する」「希望

すれば支援する」が 50 施設（64.1％）であ

り、その内容は、「勤務上の配慮」41 施設

（52.6％）、「休職活用」20施設（25.6％）等、

多くの施設の責任者が、博士後期課程進学者

に対して支援したいという意思を表明して

いた。自由記載としては、就業と学業の両立

ができるカリキュラムや時間調整を望む声

が多かった（資料６）。 

 以上のように、病院、保健医療行政機関、

教育機関、訪問ステーションの管理者の４割

以上で博士学位取得者を採用したいと考え

ていた。しかし、実際には修士、博士の学位

を取得している看護職者が少なく、本学大学

院博士後期課程での人材育成への期待は大

きいと判断できる。 
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の学位取得者を必要としている」、「博士の学

位を持った指導者が必要である」、「訪問看護

ステーションには研究能力が高い博士の学

位を持った指導者が必要」、「県の保健師には

関係者の調整、人材育成等広域的な視野や視

点、専門性が必要であることから博士の学位

を持った保健師が必要」と各関係機関ともに

博士の学位を持った看護者の必要性につい

て回答していた。また、博士の学位を持った

看護者の採用については、「積極的に採用し

たい、採用可能である」、「博士の学位を持っ

た看護者を採用というよりは、現在就業して

いる院内の看護者が博士の学位を取得して

継続的に就業していってもらいたい」、「博士

課程への進学も視野に入れてリーダーとし

て活躍してもらえる人材を得たい」としてい

る。しかし、「身分保障に関する課題はある」、

「博士課程修了後のポジションの確保の検

討」との回答もあった。本学大学院博士後期

課程への進学を希望した看護職員への支援

については、すべての関係機関で「支援した

い」と回答した。具体的支援として、「大学院

の授業は出張扱いにする」、「年休の調整、休

職制度の活用」、「修学資金の付与」をあげて

いる。「学位取得を給与に反映させることの

検討をしている」ことも回答されていた。そ

の他、山梨県立大学大学院博士後期課程へ意

見・希望として、「これからは、大学院の修士

課程や博士課程を修了した看護者が臨床現

場で活躍していく時代になってくる」、「博士

の学位を持った看護者が地域でも活躍でき

れば県内の看護の質向上につながる」、「大学

院博士前期課程・後期課程を卒後教育に活用

していきたい」、「修士や博士の学位を持った

看護のリーダーが必要であり、支援を大学と

連携していきたい」、「遠隔授業等も検討して
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ほしい」、「山梨県立大学と連携協定があるた

め、積極的に大学院への進学を進めたい」と

の回答があった。以上から、５病院や訪問看

護ステーション部の看護責任者と山梨県福

祉保健部の統括保健師からは、博士の学位を

持った看護者の必要性が回答されており、

「博士の学位取得者を採用したい」、あるい

は「自施設の看護者の進学を支援して、看護

者の指導・教育や看護実践の質向上を目指し

たい」と考えており、進学への支援体制を取

っていた。これらのことから、本学大学院博

士後期課程における人材育成に対する期待

は大きいと判断できる。 
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（改善事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

入試選抜方法における筆記試験と口述試験の実施について、判定基準や評価の割合の記

載がないとのご指摘に対し、設置の趣旨を記載した書類の「９ 入学者選抜の概要」に以下

の内容を追記させていただきました。 

（６）入学者選抜の方法 ① アドミッションポリシーにあげた学生を選抜するための入

学選抜の基本方針 ウおよびエでは学力検査（専門試験・外国語）を（専門試験・英語）と

科目名を明記し、外国語の試験が英語であることを明記しました。また、② 選抜方法では、

各選抜試験の評点を学力検査 100点（専門試験 50点、英語 50点）、口述試験 100点、提出

書類(修士論文および研究計画書)100点と明記しました。また評定はしませんが、面接の参

考資料として、個人調書（受験者の学歴、職歴、職務上の実績、教育・研究活動の実績等）

の提出を求めることにいたしました。 

また学力検査（専門試験・英語）は、看護学の専門分野に関する筆記試験と英文読解とし

ます。また面接（口述試験）は、受験者の希望する研究分野に関する理論・知識や、修士論

文に関わる研究活動と今後の研究計画の内容、実務経験に基づく看護実践活動と研究の内

容及び発展性等について質疑応答を行います。さらに提出書類（修士論文および研究計画書、

個人調書）は、修士論文および研究計画書の内容を確認します。これらの学力検査、面接、

提出書類の内容について、４つのアドミッションポリシー（① 看護実践や保健医療の改革

を志向し、論理的思考と柔軟な発想力を有している。 ② 基礎的な研究能力を有し、自立し

て研究に取り組む意欲を有している。③ 質の高い看護実践者、看護教育者を強く志望して

おり、博士後期課程における学修の基盤となる専門知識・技術ならびに看護指導力を有して

いる。④ 看護学の発展に必要な学際的な交流ができるコミュニケーション力や関係構築力

を有している。）に基づき多角的・総合的に評価することを追加しました。 

また、（６）入学者選抜の方法 ④ 社会人の受け入れと選抜上の配慮では、社会人として看

護の実務経験のある受験者であることを鑑み、面接（口述試験）では、特に個人調書を参考

に、受験者の実務経験に基づく看護実践活動と研究の内容及び発展性について確認した上

で、アドミッションポリシーの各要素に基づき総合的に評価することを追加し、具体的な記

載になるよう修正しました。 

 

 

 

４．＜入試選抜の評価が不明確＞  

    入試選抜方法について、筆記試験と口述試験で実施することとなっているが, 

判定基準や評価の割合の記載がないので、具体的に記載すること。 
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(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（31-32ページ） 

新 旧 

 ９ 入学者選抜の概要 

（６）入学者選抜の方法 

① アドミッションポリシーにあげた学生

を選抜するための入学選抜の基本方針 

（略） 

ウ 質の高い看護実践者、看護教育者を強く

志望しており、博士後期課程における学修の

基盤となる高度な専門知識・技術ならびに教

育指導力を有しているかについては、学力検

査（専門試験・英語）、面接（口述試験）によ

り判定する。 

エ 看護学の発展に必要な学際的な交流が

できるコミュニケーション力や関係構築力

を有しているかについては、学力検査（英

語）、面接（口述試験）により判定する。 

 

（略） 

② 選抜方法 

入学者の選抜は、学力検査（専門試験・英語

の筆記試験）、面接（口述試験）および提出書

類（修士論文および研究計画書）による総合

的判定とする。 

選抜方法は学力検査 100 点（専門試験 50

点、英語 50点）、口述試験 100点、提出書類

100点とする。なお、口述試験の参考とする

ため、個人調書(受験者の学歴、職歴、職務上

の実績、教育・研究活動の実績等)の提出を求

める。 

学力検査（専門試験・英語の筆記試験）に

おいては、看護学の専門分野に関する筆記試

験と看護学の英文読解の設問により、アドミ

ッションポリシーにある「③ 質の高い看護

実践者、看護教育者を強く志望しており、博

士後期課程における学修の基盤となる専門

 ９ 入学者選抜の概要 

（６）入学者選抜の方法 

① アドミッションポリシーにあげた学生

を選抜するための入学選抜の基本方針 

（略） 

ウ 質の高い看護実践者、看護教育者を強く

志望しており、博士後期課程における学修の

基盤となる高度な専門知識・技術ならびに教

育指導力を有しているかについては、学力検

査（専門試験・外国語）、面接（口述試験）に

より判定する。 

エ 看護学の発展に必要な学際的な交流が

できるコミュニケーション力や関係構築力

を有しているかについては、学力検査（外国

語）、面接（口述試験）により判定する。 

 

（略） 

② 選抜方法 

入学者の選抜は、学力検査（専門・外国語の

筆記試験）、面接（口述試験）および提出書類

（修士論文および研究計画書）による総合的

判定とする。 
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知識・技術ならびに看護指導力を有してい

る。④ 看護学の発展に必要な学際的な交流

ができるコミュニケーション力や関係構築

力を有している。」の看護学に関連する基礎

的な研究能力等を評価する。 

面接（口述試験）は、受験者の希望する研

究分野に関する理論・知識や、修士論文に関

わる研究活動と今後の研究計画の内容、個人

調書を参考に、実務経験に基づく看護実践活

動と研究の内容及び発展性等について質疑

応答を行う。 

提出書類（修士論文および研究計画書）は、

修士論文および研究計画書の内容を確認す

る。また面接ならびに提出書類の確認によ

り、アドミッションポリシーの「① 看護実践

や保健医療の改革を志向し、論理的思考と柔

軟な発想力を有している。 ② 基礎的な研究

能力を有し、自立して研究に取り組む意欲を

有している。③ 質の高い看護実践者、看護教

育者を強く志望しており、博士後期課程にお

ける学修の基盤となる専門知識・技術ならび

に看護指導力を有している。④ 看護学の発

展に必要な学際的な交流ができるコミュニ

ケーション力や関係構築力を有している。」

に基づき多角的・総合的に評価する。 

（略） 

④ 社会人の受け入れと選抜上の配慮 

これまで本学大学院修士課程の受験生の９

割は社会人選抜で受験している上に、在学中

も７割の学生は保健医療機関や教育機関に

所属しながら就学している。修士課程修了者

の多くは所属していた保健医療機関や教育

機関等で活躍している中、より高度な知識や

研究能力を修得したいという動機から博士

後期課程への進学を希望しており、修士課程

と同様に社会人入学者が多くなると予測で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

④ 社会人の受け入れと選抜上の配慮 

これまで本学大学院修士課程の受験生の9割

は社会人選抜で受験している上に、在学中 7

割は保健医療機関や教育機関に所属しなが

ら就学している。修士課程修了者の多くは所

属していた保健医療機関や教育機関等、より

高度な知識や研究能力を修得したいという

動機から博士後期課程への進学を希望して

おり、修士課程と同様に社会人入学者が多く
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きる。そのため、社会人として実務経験のあ

る受験者の面接（口述試験）では、特に個人

調書を参考に、受験者の実務経験に基づく看

護実践活動と研究の内容及び発展性につい

て確認した上で、アドミッションポリシーの

各要素に基づき総合的に評価する。 

なると予測できる。 
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【教育課程等】 

（是正事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

１．「広域実践看護学分野」の設定について 

「広域実践看護学分野」としたのは、本学博士後期課程は、看護実践の探究を修学の中心

に置き、看護実践現場や研究・教育機関から現場の変革を主導できる高度看護実践者の育成 

をねらいとしています。広域実践看護学分野」の広域とは、山梨県の保健・医療・福祉施 

策や制度の動向を見据え、人々の QOL 向上に寄与できる看護ケアの開発や地域包括ケアシ

ステムの改革を視野に入れ、複数の看護専門領域にわたる広域的な視座から看護実践を探

究することを考え、命名しています。そのため、「広域」があらゆる人々のニーズに対応で

きる人材を養成するために表現したのではないため、複数の看護専門領域にわたる広域的

な視座であることの表現に修正いたしました。 

山梨県は、国よりも速いペースで進んでいる少子高齢化のなかで、地域包括ケアシステム

及び地域医療構想の趣旨を踏まえ、地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される体制の

構築(第７次山梨県地域保健医療計画 資料 15)を掲げています。医療の分化・連携の推進、

医療と介護の連携の強化、小児を含む多様化する医療ニーズへの対応という県の課題解決

に向けた看護ニーズがあげられます。 

山梨県が持つ看護ニーズに対応するための科目として、本学博士後期課程は次の３科目

を位置付けました。「臨床開発看護学」は医療機関で短期間に治療をうける急性期・慢性期

の患者・家族に対し課題解決のための新たな臨床看護実践方法を探究する科目、また、「地

域包括ケア看護学」は、予防的な視点を含み地域で生活する高齢者や療養者・家族に対する

地域包括ケアシステムにおける看護実践を探究する科目としました。さらに「母子育成看護

学」は、人口減少に歯止めをかけ安心して育児と子どもの健やかな成長を支えるために母子

への支援として、生涯を通した母子とその家族のニーズに対応した看護実践を探究する科

目としました。 

従って「広域実践看護学分野」は、博士前期課程の看護学分野の各専門領域の専門性を統

合し、看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの改革を志向しつつ、複数の看護専門領域に

わたる広域的な視座から、看護実践に関する課題や問題の全体像と本質を捉え探究する看

５．＜教育課程の編成方針とディプロマ・ポリシーとの関係が不明確＞ 

専門分野についてはあらゆる人々のニーズに対応できる人材を養成するため、「広

域実践看護学分野」のみで構成するとされているが、授業科目は臨床開発看護学、

地域包括ケア看護学、母子育成看護学の３領域で構成されており、網羅的に対応し

ているか不明確である。また、「広域実践看護学分野」の設定とディプロマ・ポリシ

ーの関係も不明確であるので、それらについて具体的に説明すること。 
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護学の教育研究を行う分野と考えました。つまり、山梨県の課題となっている医療の分化・

連携の推進、医療と介護の連携の強化、小児を含む多様化する医療・看護ニーズに応答する

ために、それぞれが複数の看護専門領域の専門性を統合して配置している「臨床開発看護学」

「地域包括ケア看護学」「母子育成看護学」の各科目における看護実践の探究だけでなく、

３つの領域を相互に連関させながら学ぶことで、広域的な視座から新たな看護ケアの開発

や地域包括ケアシステムの改革に向けた実践看護学を創造・発展させることを目指します。

（資料 17）。 

 ４ 教育課程の編成の考え方及び特色 （１）カリキュラムポリシー(教育課程編成の基

本方針)を追記・修正しました。 

 

２.「広域実践看護学分野」の設定とディプロマ・ポリシーの関係について 

 本学博士後期課程の「広域実践看護学分野」においては、高度看護実践者として、看護ケ

アの開発や地域包括ケアシステムの改革を志向した研究が実施できる能力、高度看護実践

者として、看護実践の知の体系化と発展に寄与する研究を自立して実施できる能力、高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力をも

って質の高い教育を展開できる能力、を修得していることをディプロマ・ポリシーに挙げて

います。学生が、ディプロマ・ポリシーに挙げる能力を修得するために、５つのカリキュラ

ムポリシーに沿った学修ができるように、共通科目、専門科目、演習科目、研究科目を設定

しています。それらの関係は「図 18 ディプロマ・ポリシーと教育課程の編成」に示しま

した。広域実践看護学分野の基盤となる知識・理解を深めるために、共通科目においては、

主にディプロマ・ポリシー１、２の能力を修得します。また、共通科目の知識・理解を基盤

に、専門科目において広域実践看護学分野を構成する各科目の学びを深めることで主にデ

ィプロマ・ポリシー２、３の能力を修得します。さらに専門科目の学びを深めつつ３つの領

域が連携して学ぶ機会を設ける「広域看護学特別演習」において主にディプロマ・ポリシー

１の能力を修得します。また広域的な視座から看護実践を探究し博士論文の作成を目指す

「看護学特別研究」においては主にディプロマ・ポリシー１、２の能力を修得します。 

設置の趣旨 ４ 教育課程の編成の考え方及び特色 （１）カリキュラムポリシー（教育

課程編成の基本方針）のｐ６①、②、③、④、ｐ７⑤にディプロマ・プリシーとの関連が不

足していたため、追記・修正いたしました。 

 

(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（６－８ページ） 

新 旧 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色  

（１）カリキュラムポリシー(教育課程編成

の基本方針) 

本看護学研究科博士後期課程の目的は、

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）カリキュラムポリシー（教育課程編成

の基本方針） 

本看護学研究科博士後期課程の目的は、
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①高度看護実践者として、看護ケアの開発

や地域包括ケアシステムの改革を志向した

研究が実施できる人材、②高度看護実践者

として、看護実践の知の体系化と発展に寄

与する研究を自立して実施できる人材、③

高度看護実践者として、高度な看護実践力

と研究力を基盤に、専門的知識・技術と教育

指導力をもって質の高い教育を展開できる

人材を育成することである。この目的を達

成するために、本看護学研究科博士後期課

程の教育目標は、①高度看護実践者として、

看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの

改革を志向した研究が実施できる能力を育

成する、②高度看護実践者として、看護実践

の知の体系化と発展に寄与する研究を自立

して実施できる能力を育成する、③高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究

力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力

をもって質の高い教育を展開できる能力を

育成することである。 

「広域実践看護学分野」の広域とは、山梨

県の保健・医療・福祉施策や制度の動向を見

据え、人々の QOL 向上に寄与できる看護ケ

アの開発や地域包括ケアシステムの改革を

視野に入れ、複数の看護専門領域にわたる

広域的な視座から看護実践を探究すること

を考え命名した。 

山梨県は、国よりも速いペースで少子高

齢化が進んでいる。山梨県の現況から、地域

包括ケアシステム及び地域医療構想を策定

し、その趣旨を踏まえ、地域全体で切れ目な

く必要な医療が提供される体制の構築(第

７次山梨県地域保健医療計画 資料 15)を

掲げている。そのなかからは、医療の分化・

連携の推進、医療と介護の連携の強化、小児

を含む多様化する医療ニーズへの対応とい

①高度看護実践者として、看護ケアの開発

や地域包括ケアシステムの改革を志向した

研究が実施できる人材、②高度看護実践者

として、看護実践の知の体系化と発展に寄

与する研究を自立して実施できる人材、③

高度看護実践者として、高度な看護実践力

と研究力を基盤に、専門的知識・技術と教育

指導力をもって質の高い教育を展開できる

人材を育成することである。この目的を達

成するために、本看護学研究科博士後期課

程の教育目標は、①高度看護実践者として、

看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの

改革を志向した研究が実施できる能力を育

成する、②高度看護実践者として、看護実践

の知の体系化と発展に寄与する研究を自立

して実施できる能力を育成する、③高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究

力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力

をもって質の高い教育を展開できる能力を

育成することである。 

本看護学研究科博士前期課程では、専門

分野を研究コースとして、基礎看護学・地域

看護学・在宅看護学・精神看護学・老年看護

学・慢性期看護学・急性期看護学・助産学・

小児看護学・感染看護学・がん看護学・看護

管理学(認定看護管理者資格認定の教育課

程)の 12分野、専門看護師コースとして、

在宅看護学・慢性期看護学・急性期看護学・

感染看護学の４分野を開設している。その

ため、博士前期課程の専門分野を統合・深

化・発展させ、看護学分野の枠を超え、あら

ゆる人々のニーズに対応できる看護実践の

科学としての看護学への深い学識をもった

上で、新たな看護ケアの開発と地域包括ケ

アシステムの改革ができることを目指し、

博士後期課程の専門分野は、「広域実践看護
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う県の課題解決に向けた看護ニーズがあげ

られる。 

山梨県が持つ看護ニーズに対応するため

の科目として、本学博士後期課程は次の３

科目を位置付けた。「臨床開発看護学」は医

療機関で短期間に治療をうける急性期・慢

性期の患者・家族に対し課題解決のための

新たな臨床看護実践方法を探究する科目、

また、「地域包括ケア看護学」は、予防的な

視点を含み地域で生活する高齢者や療養

者・家族に対する地域包括ケアシステムに

おいて看護実践を探究する科目とした。さ

らに「母子育成看護学」は、人口減少に歯止

めをかけ安心して育児と子どもの健やかな

成長を支えるための母子への支援として、

生涯を通した母子とその家族のニーズに対

応した看護実践を探究する科目とした。 

「広域実践看護学分野」は、博士前期課程

の看護学分野の各専門領域の専門性を統合

し、看護ケアの開発や地域包括ケアシステ

ムの改革を志向しつつ、複数の看護専門領

域にわたる広域的な視座から、看護実践に

関する課題や問題の全体像と本質を捉え探

究する看護学の教育研究を行う分野と考え

る。つまり、山梨県の課題となっている医療

の分化・連携の推進、医療と介護の連携の強

化、小児を含む多様化する医療・看護ニーズ

に応答するために、それぞれが複数の看護

専門領域の専門性を統合して配置している

「臨床開発看護学」「地域包括ケア看護学」

「母子育成看護学」の各科目における看護

実践の探究だけでなく、３つの領域を相互

に連関させながら学ぶことで、広域的な視

座から新たな看護ケアの開発や地域包括ケ

アシステムの改革に向けた実践看護学を創

造・発展させることを目指し、これら３科目

学分野」の１分野としている。 

そこで、学生が前述したディプロマポリシ

ーや教育目標に沿った学修ができるよう

に、以下を本看護学研究科博士後期課程の

カリキュラムポリシーとしている。なお、

授業科目は、共通科目、専門科目、演習科

目、研究科目に分類している。 
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を「広域実践看護学分野」として位置付け

た。なお、構成科目は、共通科目、専門科目、

演習科目、研究科目に分類している。 

①看護ケアの開発や地域包括ケアシステム

の改革、看護実践の知の体系化の発展に貢献

する質の高い看護実践者・看護教育者に必要

な基礎的素養を涵養するために、「研究倫理

特講」「看護学研究法特論Ⅰ(量的研究)」「看

護学研究法特論Ⅱ(質的研究)」を必須の共通

科目として設定する。 

本研究科のディプロマ・ポリシーとして

「１.高度看護実践者として、看護ケアの開

発や地域包括ケアシステムの改革を志向し

た研究が実施できる能力を修得している」

「２.高度看護実践者として、看護実践の知

の体系化と発展に寄与する研究を自立して

実施できる能力を修得している」「３.高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究力

を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力を

もって質の高い教育を展開できる能力を修

得している」をあげている。 

必須の共通科目として、広域実践看護学分

野の基盤となる知識・理解を深めるために、

主にディプロマ・ポリシー１, ２の能力の修

得を目指す。 

 

②看護ケアの開発や地域包括ケアシステム

の改革、看護実践の知の体系化に必要な方法

を学修するために、「看護政策組織特論」「ケ

アリング特論」を選択の共通科目として設定

する。 

本研究科のディプロマ・ポリシーとして

「１.高度看護実践者として、看護ケアの開

発や地域包括ケアシステムの改革を志向し

た研究が実施できる能力を修得している」

「２.高度看護実践者として、看護実践の知

 

 

 

①看護ケアの開発や地域包括ケアシステム

の改革、看護実践の知の体系化の発展に貢献

する質の高い看護実践者・看護教育者に必要

な基礎的素養を涵養するために、「研究倫理

特講」「看護学研究法特論Ⅰ(量的研究)」「看

護学研究法特論Ⅱ(質的研究)」を必須の共通

科目として設定する。 

本研究科の教育目標として「高度看護実践

者として、看護ケアの開発や地域包括ケアシ

ステムの改革を志向した研究が実施できる

能力を育成する」「高度看護実践者として、看

護実践の知の体系化と発展に寄与する研究

を自立して実施できる能力を育成する」高度

看護実践者として、高度な看護実践力と研究

力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力

をもって質の高い教育を展開できる能力を

育成する」をあげている。その基礎的素養を

涵養するために「研究倫理特講」「看護学研究

法特論Ⅰ(量的研究)」「看護学研究法特論Ⅱ

(質的研究)」の授業科目を設定し、必修とし

た。 

 

 

②看護ケアの開発や地域包括ケアシステム

の改革、看護実践の知の体系化に必要な方法

を学修するために、「看護政策組織特論」「ケ

アリング特論」を選択の共通科目として設定

する。 

本研究科の教育目標として「高度看護実践

者として、看護ケアの開発や地域包括ケアシ

ステムの改革を志向した研究が実施できる

能力を育成する」「高度看護実践者として、看

護実践の知の体系化と発展に寄与する研究
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の体系化と発展に寄与する研究を自立して

実施できる能力を修得している」「３.高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究力

を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力を

もって質の高い教育を展開できる能力を修

得している」をあげている。 

選択の共通科目として、広域実践看護学分

野の基盤となる方法を深めるために、主にデ

ィプロマ・ポリシー２の能力の修得を目指

す。 

 

 

 

③専門領域の看護実践の基盤となる理論と

知識、実践と研究課題、用いられる研究方法

について追究し、学位論文への取り組みに導

くために、「特講科目」を選択の専門科目と

し、「臨床開発看護学特講」「地域包括ケア 

看護学特講」「母子育成看護学特講」の３科目 

を設定する。 

本研究科のディプロマ・ポリシーとして

「１．高度看護実践者として、看護ケアの開

発や地域包括ケアシステムの改革を志向し

た研究が実施できる能力を修得している」

「２．高度看護実践者として、看護実践の知

の体系化と発展に寄与する研究を自立して

実施できる能力を修得している」「３．高度

看護実践者として、高度な看護実践力と研

究力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導

力をもって質の高い教育を展開できる能力

を修得している」をあげている。「特講科目」

では、共通科目の知識・理解を基盤に、専門

科目において広域実践看護学分野を構成す

る各科目の学びを深めることで主にディプ

ロマ・ポリシー２、３の能力の修得を目指

す。 

を自立して実施できる能力を育成する」をあ

げている。実践現場で起きている現象を科学

的な視点から研究的に探究することで、課題

解決のための戦略を持って医療現場や組織・

社会を変革していくための基盤となる理論

と知識を修得するために「看護政策組織特

論」を共通科目として設定し、選択できるよ

うにした。また、看護ケアを開発し、看護実

践の知の体系化に導くために看護実践の基

盤となる理論と知識を学修するために「ケア

リング特論」を共通科目として設定し、選択

できるようにした。 

 

③専門領域の看護実践の基盤となる理論と 

知識、実践と研究課題、用いられる研究方 

法について追究し、学位論文への取り組み 

に導くために、「特講科目」を選択の専門科 

目として設定する。 

 

 

本研究科の教育目標として「高度看護実

践者として、看護ケアの開発や地域包括ケ

アシステムの改革を志向した研究が実施で

きる能力を育成する」「高度看護実践者とし

て、看護実践の知の体系化と発展に寄与す

る研究を自立して実施できる能力を育成す

る」をあげている。「広域実践看護学分

野」の各専門領域の看護実践の基盤となる

理論と知識、実践と研究課題、用いられる

研究方法について追究し、学位論文への取

り組みに導けるよう「臨床開発看護学特

講」「地域包括ケア看護学特講」「母子育成

看護学特講」の３科目を専門科目として設

定し、選択できるようにした。 
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④研究課題の学術的「問い」と研究課題の 

明確化ならびに課題解決のための方法論を 

探究し、学位論文への取り組みへ導く「特 

講演習」を必須の専門科目として設定する。 

    本研究科のディプロマ・ポリシーとして

「１.高度看護実践者として、看護ケアの開

発や地域包括ケアシステムの改革を志向し

た研究が実施できる能力を修得している」

「２.高度看護実践者として、看護実践の知

の体系化と発展に寄与する研究を自立して

実施できる能力を修得している」「３.高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究力

を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力を

もって質の高い教育を展開できる能力を修

得している」をあげている。                

専門科目の学びを深めつつ３つの領域が

連携して学ぶ機会を設ける「広域実践看護

学特別演習」においては、主にディプロマ・

ポリシー１の能力の修得を目指す。 

 

⑤ 人々の QOL 向上に寄与できる看護実践の

新規的かつ独創的な研究実施のための研究

計画書を作成し学位論文を産出するために、

「看護学特別研究」を必須科目として設定す

る。 

本研究科のディプロマ・ポリシーとして

「１.高度看護実践者として、看護ケアの開

発や地域包括ケアシステムの改革を志向し

た研究が実施できる能力を修得している」

「２.高度看護実践者として、看護実践の知

の体系化と発展に寄与する研究を自立して

実施できる能力を修得している」「３.高度看

護実践者として、高度な看護実践力と研究力

を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力を

もって質の高い教育を展開できる能力を修

 

④研究課題の学術的「問い」と研究課題の 

明確化ならびに課題解決のための方法論を 

探究し、学位論文への取り組みへ導く「特 

講演習」を必須の専門科目として設定する。 

    本研究科の教育目標として「高度看護実践

者として、看護ケアの開発や地域包括ケアシ

ステムの改革を志向した研究が実施できる

能力を育成する」「高度看護実践者として、

看護実践の知の体系化と発展に寄与する研

究を自立して実施できる能力を育成する」を

あげている。                

専門領域での学修をもとに、看護実践上の

新たな知の体系化や看護ケアの開発と地域

包括ケアシステムの改革に向けて、研究課

題の学術的「問い」と研究課題の明確化な

らびに課題解決のための方法論を探究し、

学位論文への取り組みへ導くよう「広域実

践看護学特別演習」を演習科目として設定

し、必修とした。 

 

⑤ 人々の QOL 向上に寄与できる看護実践の

新規的かつ独創的な研究実施のための研究

計画書を作成し学位論文を産出するために、

「看護学特別研究」を必須科目として設定す

る. 

 本課程において最終的な成果として学位

論文を産出することにある。共通科目および

専門科目の特講と特講演習による学修成果

を深化・発展させて博士論文としての成果を

標準修業年限の３年間で達成するには、早期

から計画的に取り組む必要があるため、「看

護学特別研究」を 1～3 年・通年の必修科目

として設定した。 
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得している」をあげている。広域的な視座か

ら看護実践を探究し博士論文の作成を目指

す「看護学特別研究」においては主にディプ

ロマ・ポリシー１、２の能力の修得を目指す。 

標準修業年限の３年間で達成するには、

早期から計画的に取り組む必要があるた

め、1～３年・通年の配当年次に設定した。 
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（改善事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

（１）広域実践看護学特別演習について 

「広域実践看護学特別演習」は、共通科目ならびに専門領域の「臨床開発看護学特講」「地

域包括ケア看護学特講」「母子育成看護学特講」での学修をもとに、看護実践上の新たな知

の体系化や看護ケアの開発と地域包括ケアシステムの改革に向けて、研究課題の学術的「問

い」と研究課題の明確化ならびに課題解決のための方法論を探究し、学位論文への取り組み

へ導くために「特講」科目と連動させて設定しています。また、「広域実践看護学特別演習」

は、学生の専門領域における看護実践上の自己の研究課題と研究方法の明確化や看護実践

モデル案の検討に留まらず、看護護実践モデル案の看護学や看護実践への波及効果ならび

に実践的有用性等について他の専門領域の学生や教員と討論することにより、広域実践看

護学における専門領域の独自性や発展性の視座を得られる機会になると考えました。そこ

で、シラバスの【教育方法】に専門領域単独で行う学習形式と複数の専門領域により学修形

式が理解できるように具体的に追記いたしました。なお、配当年次については、学生に提示

する履修モデルにも記載いたしましたが(p11 資料６)基本の履修は１年次に設定していま

す。しかし、長期履修生の場合には２年次に履修するため、年次配当を 1.2年次に設定いた

しました。従いまして、各年次により担当者が異なることはありません。 

 

(新旧対照表)シラバス 広域実践看護学特別演習  

新 旧 

【教育方法】 

第１回は履修学生合同での科目オリエンテ

ーションを行い、第 2～10回は各関心領域

における看護実践上の自己の研究課題と研

究方法を明確にし、看護実践モデル案を検

討する。第 11～12回は履修学生全員が看護

実践モデル案の学術的独自性や創造性、看

護学や看護実践への波及効果と有用性につ

【教育方法】 

プレゼンテーション・討議 

６．＜授業科目が不明確＞  

   授業科目について、以下の内容が不明確であるため、具体的に説明する か、適切

に改めること。（１）1・2 年次に履修する「広域実践看護学演習」について、各年

次の担当者 や授業内容について記載がなく、シラバスの記載も不明確である。  

（２)「臨床開発看護学」について、履修内容からは「臨床看護学」との差異が 見受

けられず、シラバスの記載も不明確である。 
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いてプレゼンテーションを行い、研究指導

教員を含めた授業担当教員全員と学生との

発展的な討議を行う。その後、各関心領域

で看護実践モデル案を再検討した結果を踏

まえ、第 15回で合同形式による研究計画立

案に向けた具体的な方策とまとめを行う。 

 

（２）臨床開発看護学特講について 

博士後期課程では、複雑多様化している保健・医療ニーズに対応するため、臨床判断に

基づいた看護実践や看護サービス提供システム、多職種によるチームアプローチを担える

高度な看護実践能力や予防的な視点や複雑化する課題解決に向けて、新たな戦略を持って

地域・病院の看護ケアの開発や地域包括ケアシステムを改革しうる能力の育成を目指すと

しています。そのため、「臨床開発看護学特講」は、臨床看護を提供する医療現場の諸課

題の解決に向けた支援方法の検討に留まらず、医療技術の進歩や保健医療施策の動向を捉

え、急性期や慢性期に起こる複雑な健康問題をもち医療を必要とする患者を短期間に在宅療養へ

の移行に繋ぐ臨床看護実践について創造・改革しうる支援方法を多角的・多面的に探究で

きるようにすることにあります。そこで、臨床看護学との差異が明確にできるように、設

置の趣旨 p11（２）授業科目の概要 専門科目 ① 臨床開発看護学特講に一部追記・修正

を行いました。それに伴いシラバスの【科目の目的】【授業内容】の一部追記を行い、【到

達目標】を修正いたしました。 

  

(新旧対照表)授業科目の概要 臨床開発看護学特講 講義等の内容（５ページ） 

新 旧 

入院期間が短縮されている臨床療養の場にお

いて、急性期や慢性期の複雑な健康問題をもち

医療を必要とする患者を短期間に在宅療養の移

行に繋ぐ新たな臨床看護の支援方法に関する理

論や概念を学際的に探究・分析する。また、医療

技術の進歩や保健医療福祉施策の変革等の

動向を見据え、急性期や慢性期の患者が短期間

の間に医療機関から在宅療養に移行できるため

の安全・安楽な療養支援、苦痛緩和や早期回復支

援、自己管理支援における看護実践上の課題を

取り上げ、その課題解決のための新たな看護

支援方法に関連する文献クリティークを行う。

さらに急性期ならびに慢性期にある患者・家族

入院期間が短縮されている臨床療養の場にお

いて、急性や慢性の複雑な健康問題をもち医療

を必要とする患者およびその家族の支援に関す

る理論や概念を学際的に探究・分析する。ま

た、急性期や慢性期の患者が短期間の間に医療

機関から在宅療養に移行できるための安全・安

楽な療養支援、苦痛緩和や早期回復支援、自己

管理支援における看護実践上の課題を取り上

げ、その課題に関連する文献クリティークを行

い、急性期ならびに慢性期にある患者・家族の

QOLを高めることを志向した新たな臨床看護の

看護実践方法の課題を明確にし、研究テーマを

導くとともに、課題解決に向けた方法論の検討
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の QOL を高めることを志向した新たな臨床看護

の看護実践方法の課題を明確にし、研究テーマ

を導くとともに、課題解決に向けた方法論の検

討を行い、新たな臨床看護実践方法について教

授する。 

を行い、新たな臨床看護実践方法について教授

する。 

 

(新旧対照表)シラバス 臨床開発看護学特講  

新 旧 

【科目の目的】 

入院期間が短縮されている臨床療養の場にお

いて、急性期や慢性期の複雑な健康問題をもち

医療を必要とする患者を短期間に在宅療養の移

行に繋ぐ新たな臨床看護の支援方法に関する理

論や概念を学際的に探究・分析する。また、医療

技術の進歩や保健医療福祉施策の変革等の

動向を見据え、急性期や慢性期の患者が短期間

の間に医療機関から在宅療養に移行できるため

の安全・安楽な療養支援、苦痛緩和や早期回復支

援、自己管理支援における看護実践上の課題を

取り上げ、その課題解決のための新たな看護

支援方法に関連する文献クリティークを行う。

さらに急性期ならびに慢性期にある患者・家族

の QOL を高めることを志向した新たな臨床看護

の看護実践方法の課題を明確にし、研究テーマ

を導くとともに、課題解決に向けた方法論の検

討を行い、新たな臨床看護実践方法について教

授する。 

 

【到達目標】 

（略） 

（思考・判断・表現／思考・技能・実践） 

３. 自己の研究課題に関連する専門領域の

文献クリティークによって、新たな課

題を発見することができる。 

４．医療技術の進歩や保健医療福祉施策の

変革等の動向を見据え、臨床看護の専

門領域における患者とその家族のQOLを
高めるための創造的な臨床看護実践の

【科目の目的】 

入院期間が短縮されている臨床療養の場にお

いて、急性や慢性の複雑な健康問題をもち医療

を必要とする患者およびその家族の支援に関す

る理論や概念を学際的に探究・分析する。ま

た、急性期や慢性期の患者が短期間の間に医療

機関から在宅療養に移行できるための安全・安

楽な療養支援、苦痛緩和や早期回復支援、自己

管理支援における看護実践上の課題を取り上

げ、その課題に関連する文献クリティークを行

い、急性期ならびに慢性期にある患者・家族の

QOLを高めることを志向した新たな臨床看護の

看護実践方法の課題を明確にし、研究テーマを

導くとともに、課題解決に向けた方法論の検討

を行い、新たな臨床看護実践方法について教授

する。 

 

 

 

 

【到達目標】 

（略） 

（思考・判断・表現／思考・技能・実践） 

３．自己の研究課題に関連する専門領域の

文献クリティークによって、新たな課

題を発見することができる。 

４．臨床看護の専門領域における患者とそ

の家族のQOLを高める看護実践方法を提

案できる。 
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支援方法を提案できる。 

 

（態度・志向性） 

５．患者・家族の権利を擁護し、より質の

高い臨床看護を提供するための新たな

看護実践方法の開発に向けた研究課題

や方法論を多角的に探究できる。 

 

 

（態度・志向性） 

５．患者・家族の権利を擁護し、より質の

高い臨床看護を提供するための新たな

看護実践方法の開発に向けた方法論を

探究できる。 
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（改善事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

論文審査につきまして、必ずしも和文のみとは限らないため、予備審査に係わる副論文

は和文あるいは英文を１編とし、（４）博士論文審査の流れ ④博士論文審査 ア 予備審

査とイ 本審査の当該箇所を修正いたしました。 

 

(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（23ページ） 

新 旧 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法お

よび修了要件 

（４）博士論文審査の流れ 

④ 博士論文審査 

ア 予備審査 

学生は、博士論文予備審査を受けるために、

博士論文予備審査願とともに、完成した博士

論文と博士論文要旨ならびに博士論文に関す

る和文あるいは英文の副論文１編を、研究科

長を通じ学長に提出する。 

(略) 

イ 本審査 

学生は、博士論文本備審査を受けるために、

博士論文本審査願とともに、完成した博士論

文と博士論文要旨ならびに博士論文に関する

学術誌等に印刷掲載された和文あるいは英文

の副論文１編を提出する。 

６ 教育方法、履修指導、研究指導の方法お

よび修了要件 

（４）博士論文審査の流れ 

④ 博士論文審査 

ア 予備審査 

学生は、博士論文予備審査を受けるために、

博士論文予備審査願とともに、完成した博士

論文と博士論文要旨ならびに博士論文に関す

る和文の副論文１編を、研究科長を通じ学長

に提出する。 

（略） 

イ 本審査 

学生は、博士論文本備審査を受けるために、

博士論文本審査願とともに、完成した博士論

文と博士論文要旨ならびに博士論文に関する

学術誌等に印刷掲載された和文の副論文１編

を提出する。 

 

  

７．＜博士論文審査要件の趣旨が不明確＞  

 論文審査について、欧文が認められず和文のみになっている理由が不明確であるた

め、具体的に説明するか、適切に改めること。 
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（改善事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

 

（対応） 

多くの学生は、職業を継続している社会人であることが予測されます。博士前期課程と同

様に博士後期課程においても、社会人学生に対し、就業しながらでも学び続けられる学習環

境を整備し、支援することが重要と考えました。そこで、６. 教育方法、履修指導、研究指

導の方法および修了要件 に新たに（１０）社会人学生に対する支援を項目立てし、下記の

事項を追加いたしました。 

 

①長期履修制度や科目履修制度を実施する。 

②授業は平日の昼間帯の開講に加え、社会人学生が働きながら修学できる時間帯を考慮し、

夜間帯、土曜日、日曜日および祝日の集中講義、夏期・冬期・春期休暇中の開講が可能な

体制をとる。 

③年度毎に学生の履修要望へ対応できるようカリキュラムを柔軟に設定すると共に、各科

目や研究科目の開講時間帯について学生と連絡調整を行い、受講・履修等の便宜を図る。 

④研究指導の基本は対面とするが、社会人学生が研究指導を受けやすいように、学生の希望

を最大限に考慮し、On-line等による遠隔指導を受けられるように配慮する。 

⑤授業日や研究指導日は、学生と相談し調整する。 

⑥職業との両立のため３年間での履修が困難な場合には「山梨県立大学大学院長期履修規

程」（資料７）に基づく長期履修制度を活用し、4～6 年で修了できるように履修計画を

立案する。 

⑦図書館の開館は、平日９時から午後 10時 30分（カウンター業務は午後８時）、土曜には

午前９時から午後５時までであり、社会人学生の利用に十分対応可能な体制を整えてい

る。 

⑧研究活動の推進のため、図書館利用の他、自宅等の学外からの電子ジャーナルの閲覧も可

能な学習環境を整えている。 

⑨大学院棟は、カード式セキュリティシステムで出入りを管理しているため、24 時間の利

用が可能である。 

⑩博士後期課程の学生専用の大学院生室(共同)を３部屋用意し、専用の PC ３台を設置す

る。学内では Wi-Fiの利用が可能であり、学生が個人の PCを持ち込んだ場合であっても

学修と研究活動に支障のない環境が整えられている。 

８．＜現職の社会人学生を受け入れるに当たっての対応が不明確＞  

   既設研究科の修士課程の状況を踏まえ、社会人の受入れが多くなる旨記 載がある

が、そのような場合の遠隔指導や、標準修業年限で修了できない者への指導方法等

の配慮について、より具体的に説明すること。 
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(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（27ページ） 

新 旧 

６. 教育方法、履修指導、研究指導の方法お

よび修了要件 

（１０）社会人学生に対する支援 

博士前期課程と同様に博士後期課程におい

ても、社会人学生に対し長期履修制度や科目

履修制度を実施し、より学びやすい環境を整

えることとする。看護実践の場や教育研究機

関で活躍している看護職者が、より高い専門

知識や技術、研究能力を修得し、その成果を

看護実践の場や教育研究機関に還元すること

は本大学院研究科の重要な役割であり、就業

しながらでも学び続けられる学習環境の整備

は責務である。 

そのため、授業は平日の昼間帯の開講に加

え、社会人学生が働きながら修学できる時間

帯を考慮し、夜間帯、土曜日、日曜日および

祝日の集中講義、夏期・冬期・春期休暇中の

開講が可能な体制とする。また、年度毎に学

生の履修要望へ対応できるようカリキュラム

を柔軟に設定すると共に、各科目や研究科目

の開講時間帯について学生と連絡調整を行

い、受講・履修等の便宜を図る。その他、研

究指導の基本は対面とするが、社会人学生が

研究指導を受けやすいように、学生の希望を

最大限に考慮し、On-line 等による遠隔指導

を受けられるように配慮する。 

授業日や研究指導日については、学生と相

談しながら調整するが、職業との両立のため

３年間での履修が困難な場合には「山梨県立

大学大学院長期履修規程」（資料７）に基づ

く長期履修制度を活用し、4～6年で修了でき

るよう履修計画を立案する。長期履修につい

ては、入学時に申請する。 

図書館については、平日９時から午後 10 時

６. 教育方法、履修指導、研究指導の方法お

よび修了要件 
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30 分（カウンター業務は午後８時）、土曜に

は午前９時から午後５時まで開館しており、

社会人学生の利用にも十分対応可能な体制

が整えられている。また、研究活動の推進の

ため、図書館利用だけでなく、自宅等の学外

からの電子ジャーナルの閲覧も可能な学習

環境を整えている。大学院棟の利用に関して

も、カード式セキュリティシステムで出入り

を管理していることから、24時間の利用が可

能である。博士後期課程の学生のための専用

の大学院生室(共同)を３部屋用意し、専用の

PC３台を設置する。なお、学内では Wi-Fiの

利用が可能であり、学生が個人の PC を持ち

込んだ場合であっても学修と研究活動に支

障のない環境が整えられている。 
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【教員組織等】 

（是正事項）山梨県立大学大学院看護学研究科看護学専攻（D) 

（対応） 

ご指摘のあった「教育研究の継続性」を踏まえ、若手教員の採用計画などの教員組織の

将来構想について、特任教員制度、若手教員の補充、教員育成の観点から補足の説明を行

うことといたします。なお、教員職位別年齢構成は、職位別には専任教授 14名、専任准

教授６名である。それぞれの完成年度時の年齢構成については、教授が 50歳代２名、60

歳代 11名、70歳代１名、准教授が 40歳代１名、50歳代３名、60歳代２名であり、全体

の年齢と職位のバランスをとっています（表２）。        

専任教員における学位の保有状況は、専任教員 20 名中 18 名が博士の学位を有し、２

名は現在博士課程に在籍し学位取得に取り組んでいる現状であり、専任教員の学位保有

状況は高いと言えます。 

 

１．特任教員制度 

本研究科の開設時において、本学の定年年齢である 65歳（資料４）を超える教員４名に

ついては、「公立大学法人山梨県立大学特任教員設置規程」（資料５）に基づき完成年度末ま

での３年を任期として雇用することといたしております。また、完成年度末までの間に定年

退職を迎える教員２名についても、定年退職後は完成年度末まで特任教員として引き続き

雇用することが令和２年３月 13日開催の役員会で既に決定されております。なお、特任教

員の任期の最長が５年であることから、教員組織の年齢構成を適正に維持しつつ、教育・研

究水準の維持・向上を目的に研究指導教員を必要数確保するために、完成年度以降も雇用期

間を更新することも想定して対応してまいります。ただし、完成年度末に 70歳以上である

者については、更新を行う予定はございません（表３）。 

 

表３【2023年度（完成年度）における特任教員の将来計画】 

領域 職名・人数 完成年度（2023年度）末の予定 

臨床開発看護学 特任教授・１名 退職（※） 

 特任教授・１名 更新（2027年度まで） 

地域包括ケア看護学 特任教授・１名 退職（※） 

 特任教授・２名 更新（2025年度まで） 

 特任教授・１名 更新（2026年度まで） 

９．＜教員組織の将来構想が不明確＞ 

   教員の年齢構成が比較的高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、

若手教員の採用計画など教員組織の将来構想を明確にすること。 
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（※：完成年度末での退職については、同領域にて研究指導が継続できる研究指導

教員・教員組織を担保します） 

 

２．若手教員の補充 

定年退職者の補充については、外部からの公募により 50歳代以下の若手教員を採用して

行うこととし、年齢構成の若返りと外部人材の受け入れによる教員組織の活性化に努め、教

育研究の継続性を確保してまいります。これを踏まえ、完成年度以降の定年退職者の補充に

ついて、表４のとおり教員採用を計画いたしました。 

 

表４【完成年度（2023年度）以降の教員採用計画】 

年度（年度末） 定年退職予定者（※） 新規採用予定 

2023年度 

（完成年度）末 

教授１人 

（母子育成看護学領域 １人） 

 

外部から若手教員を補充 

2024年度末 教授３人 

（臨床開発看護学領域 ２人） 

（母子育成看護学領域 １人） 

准教授１人 

（地域包括ケア看護学領域 １人） 

 

外部から若手教員を補充 

外部から若手教員を補充 

 

外部から若手教員を補充 

2025年度末 教授１人 

（臨床開発看護学領域 １人） 

准教授１人 

（臨床開発看護学領域 １人） 

 

外部から若手教員を補充 

 

外部から若手教員を補充 

2026年度末 教授１人 

（臨床開発看護学領域 １人） 

 

外部から若手教員を補充 

2027年度末 ― ― 

（※：研究指導と教育研究の継続性を鑑み、定年退職後も、必要に応じ特任教員として雇用

が可能です。（最長５年）） 

 

３．教員育成 

また、博士号を取得している 40歳代、50歳代の本学教員およびこれから取得する若手教

員については、研究や教育の業績・実績を積み重ね、内部昇任により博士後期課程を担当で

きる教員となるよう、次のような支援を行い育成してまいります。 

・個人研究費の傾斜配分などによる研究業績の積み上げに向けた動機づけを図ること。 

・研究の専門性の追求と同時に質の高い研究に取り組む機会を創出するため、研究科共同研

究費を活用した同一領域内及び他領域の経験豊かな教員との共同研究を促進すること。 

・研究科単独及び学部との共同による FD活動などにより、博士課程における研究指導方法
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に関する知識修得の機会を設けること。 

以上を追記・修正いたしました。 

 

(新旧対照表)設置趣旨を記載した書類（14-16ページ） 

新 旧 

職位別には専任教授 14 名、専任准教授６

名である。それぞれの完成年度時の年齢構成

については、教授が 50歳代２名、60歳代 11

名、70歳代１名、准教授が 40歳代１名、50

歳代３名、60歳代２名であり、全体の年齢と

職位のバランスをとっている。（表２）        

専任教員における学位の保有状況は、専任

教員 20名中 18名が博士の学位を有し、２名

は現在博士課程に在籍し学位取得に取り組

んでいる現状であり、専任教員の学位保有状

況は高い。 

（略） 

 

本研究科の開設時において、本学の定年年

齢である 65 歳（資料４）を超える教員４名

については、「公立大学法人山梨県立大学特

任教員設置規程」（資料５）に基づき完成年度

末までの３年を任期として雇用することと

している。また、完成年度末までの間に定年

退職を迎える教員２名についても、定年退職

後は完成年度末まで特任教員として引き続

き雇用することが令和２年３月 13 日開催の

役員会で既に決定済みである。なお、特任教

員の任期の最長が通算５年であることから、

教員組織の年齢構成を適正に維持しつつ、教

育・研究水準の維持・向上を目的に研究指導

教員の必要数確保するために、完成年度以降

も雇用期間を更新することも想定するが、完

職位別には専任教授 14 名、専任准教授７

名である。それぞれの完成年度時の年齢構成

については、教授が 50歳代２名、60歳代 11

名、70歳代１名、准教授が 40歳代１名、50

歳代４名、60歳代２名であり、全体の年齢と

職位のバランスをとっている。（表２）        

専任教員における学位の保有状況は、専任

教員 21名中 18名が博士の学位を有し、３名

は現在博士課程に在籍し学位取得に取り組

んでいる現状であり、専任教員の学位保有状

況は高い。 

（略） 

 

なお、本学教員の定年は満65歳である(資

料４)が、開設時に定年を超えている教員３

名ならびに65歳以上の教員を採用する場合

は、「公立大学法人山梨県立大学特任教員設

置規程」(資料５)により、３年の任期を定め

て採用し、1回に限り２年まで延長すること

ができるようになっている。これらにより、

完成年度まで博士論文の研究指導にかかわ

ることができる専任教員の確保を可能にし

ている。 

完成年度以降も教育研究の継続性を担保す

るため、教員配置の将来構想を以下のように

計画する。本課程の完成年次である令和５年

度末までに、本学教員の定年規程(65歳)を超

える教員は、専任教員21名中３名である。定
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成年度末に 70 歳以上である者については更

新を行わないこととする（表３）。 

 
定年退職者の補充は外部から公募により 50

歳代以下の若手教員を採用して行うことと

し、年齢構成の若返りと外部人材の受け入れ

による教員組織の活性化に努め、教育研究の

継続性を確保する。この考えを踏まえ、完成

年度以降の定年退職者の補充について、表４

のとおり計画している。 

 

また、博士号を取得している 40 歳代、50

歳代の本学教員およびこれから取得する若

手教員については、研究や教育の業績・実績

を積み重ね、内部昇任により博士後期課程を

担当できる教員となるよう、次のような支援

を行う。 

・個人研究費の傾斜配分などによる研究業績

の積み上げに向けた動機づけを図る。 

・研究の専門性の追求と同時に質の高い研究

に取り組む機会を創出するため、研究科共

同研究費を活用した同一領域内および他

領域の経験豊かな教員との共同研究を促

進する。 

年退職時期の決定している３名については、

退職と同時に若手教員(採用する場合は60歳

以下の教員を想定)を補充し、教員組織の年

齢構成の適正化を図る予定である。それ以外

の教員については、完成年次の令和５年度末

以降、順次後任の若手教員を配置し、教育研

究体制を維持しつつ、学生の不利益にならな

いように年齢構成の適正化を図る。教員の交

代時には、退職する教員と新たに博士後期課

程を担当する教員との間に教育研究の断絶

が発生しないように、適切な対応措置を講じ

る。 

大学院看護学研究科博士後期課程の完成年

度時に、大学院教育を担当していない専任教

員の年齢構成は、49歳以下７名、50歳代 10

名、60 歳代６名で（表３）、博士の学位を取

得している教員は 23名中９名、12名は修士

の学位を取得しておりうち２名はすでに現

在博士課程に在籍している。大学院教育を担

当していない若手教員に対しては、学位取

得、研究業績、大学院の教育研究指導業績を

積むことができるキャリア形成を積極的に

支援する体制を構築する。 
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・研究科単独及び学部との共同によるFD活動

などにより、博士後期課程における研究指

導方法に関する知識修得の機会を設ける。 
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資料 15  第７次山梨県地域保健医療計画の概要 

資料 16  看護系大学 大学別博士課程 定員数一覧（山梨県・長野県・新潟県） 

資料 17  博士前期課程(修士課程)と博士後期課程との関連 

資料 18  ディプロマ・ポリシーと教育課程の編成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７次⼭梨県地域保健医療計画の概要
Ⅰ 基本的事項

Ⅲ 人材の確保と質の向上

➤計画策定の趣旨

➤ 計画の位置付け
➤ 計 画 期 間

地域包括ケアシステム(※)及び地域医療構想の趣旨を踏まえ、地域全体で
切れ目なく必要な医療が提供される体制を構築する

医療法30条の4に基づく、保健医療に関する総合的な計画
H30〜35年度（6年間） ※前計画までは5年間
介護分野との連携強化のため、3年目に中間⾒直しを実施

峡南

中北

富士・東部

峡東

＜⼆次医療圏＞
➤前回計画と同様の

４医療圏を設定

Ⅵ 本計画のポイント

全  県
⾼度急性期 1,178 535
急性期 3,914 2,028
回復期 928 2,566
慢性期 2,348 1,780

8,368 床 6,909 床

平成26年7⽉時点
病床機能報告(※)の集計結果

平成37年（2025年）
地域医療構想における必要病床数

計 計

・健康づくり ・高齢者保健福祉 ・障害者保健福祉 ・⺟⼦保健福祉 ・学校保健 ・産業保健 等

Ⅱ 医療提供体制の現況・課題

Ⅳ ５疾病・５事業及び在宅医療の医療提供体制の強化

＜⼭梨県地域医療構想＞
➤ 2025年に向け、医療機能の分化・連携により、不⾜する機能

（特に回復期機能）の強化が必要

Ⅴ 保健・医療・福祉の総合的な取り組み

※ 病床機能報告…病院・診療所が毎年、有する病床において担う医療機能の現状等を報告する制度

➤在宅医療等の新たなサービス必要量に対応した、医療と介護の提供体制の強化

➤ それぞれの医療従事者の養成・
定着・確保、資質向上を推進

・在宅医療

➤ 県⺠の自主的な健康づくりを推進。

※地域包括ケアシステム・・・
住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けられるように、住まい・医療・介護・予防・⽣活⽀援を
一体的に提供する体制

・医師（※1）

・⻭科医師
・薬剤師
・看護職員（※2）

ポイント２：医療と介護の連携強化

▽５疾病

・がん
・脳卒中
・⼼筋梗塞等の

⼼血管疾患
・糖尿病
・精神疾患

▽５事業

・救急医療
・災害医療
・へき地医療
・周産期医療
・⼩児医療

▽５事業

・救急医療
・災害医療
・へき地医療
・周産期医療
・⼩児医療

高齢化による
医療と介護の
ニーズの増加

主な取り組み
➢在宅医療を実施する医師の負担軽減に資する

連携強化
➢看護師が特定⾏為研修を受講できる環境の整備
➢在宅医療総合⽀援センター(仮称)等を活用した

人材育成、多職種連携の推進

主な取り組み
➢在宅医療を実施する医師の負担軽減に資する

連携強化
➢看護師が特定⾏為研修を受講できる環境の整備
➢在宅医療総合⽀援センター(仮称)等を活用した

人材育成、多職種連携の推進

在宅医療

ポイント３：多様化する医療ニーズへの対応

介護サービス

主な取り組み
➢自⽴⽀援や介護予防・重度化防⽌に向けた、
市町村の取組の促進

➢介護人材の確保、定着⽀援、資質向上の推進

主な取り組み
➢自⽴⽀援や介護予防・重度化防⽌に向けた、
市町村の取組の促進

➢介護人材の確保、定着⽀援、資質向上の推進

➤ 在宅医療等において⽣じる新たなサービス必要量（2,803人/日）に対し、在宅医療・介護の連携強化が必要

×

【連携強化の例】
⼦どもの心のケアに係る
総合拠点の整備

精神的問題を抱える妊産婦に
対するフォローアップ

災害時における
小児・周産期リエゾンの養成県⺠

５疾病

５事業在宅医療

精神

小児精神

災害

在宅
医療

住み慣れた地域・⾃宅におけ
る⾃分らしい療養⽣活の⽀援

・管理栄養⼠・栄養⼠
・PT・OT・ST
・⻭科衛⽣⼠・技⼯⼠

等

➤ 在宅医療等の分野において、
多職種連携を推進

➤ 主要な疾病・重要事業等に対する体制の強化

▽その他の疾病等

・感染症
・難病等
・アレルギー疾患
・⻭科保健医療
・高齢化に伴い増加する疾患
（ロコモティブシンドローム、

フレイル等）

×

×

×

➤５疾病・５事業等、各医療分野の垣根を越えた切れ目ない医療の提供

・がん
・脳卒中
・心血管

疾患 等

医療・介護の
新たなサービス必要量

推計値：2,803（人/日）

（訪問診療・かかりつけ医等）

地域包括ケアシステムの深化・推進と、在宅医療提供体制の強化

(※2)H30年度の看護職員需給計画の策定を受け、
今後修正を予定

ポイント１：医療機能の分化・連携の推進

＜不⾜する医療機能（回復期機能）の充実に資する取り組み＞
➤地域医療構想調整会議や、医療介護総合確保基⾦の活用などにより、医療機関の取り組みを⽀援
➤５疾病のうち、主に⽣活習慣病（がん・脳卒中・⼼血管疾患・糖尿病等）に対し、

⽇常⽣活への復帰・リハビリテーションの強化・重症化予防に向けた取り組み等を推進。
➤高齢化に伴って増加する疾患（ロコモティブシンドローム・フレイルなど）に対応し、
地域リハビリテーションの強化や、疾病・介護予防を推進。

＜かかりつけ医等の定着＞
➤かかりつけ医・⻭科医・薬局の定着を推進し、

患者や家族の状況に応じた医療の提供、医療機関相互の連携を推進

Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度 Ｈ３５年度 Ｈ３６年度 Ｈ３７年度
（２０２５年度）

医療計画 医療計画

介護保険事業(⽀援)計画 介護保険事業(⽀援)計画 介護保険事業(⽀援)計画

中間⾒直し（整合性の確保）

「病院完結型」から
「地域完結型」の

医療への転換

(※1)H32年度までに医師確保計画(仮称)を策定する
⾒込みであり、中間⾒直しの際に修正を予定

周産期周産期

周産期周産期
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テキストボックス
資料15
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看護系大学 大学別博士課程 定員数一覧（山梨県・長野県・新潟県） 

 

 

NO 所在する

県名 

大学名 募集定

員 

専攻名 

 山梨県  ４  

1  山梨大学（国立） （４） 大学院医工農学総合教育部 博士

課程 

ヒューマンヘルスケア学専攻 

２  山梨県立大学（公立） － ＊修士のみ 

３  健康科学大学（私立） ―  

 長野県  10  

１  信州大学（国立） （６） 大学院総合医理工学研究科（博

士課程）   医学系専攻 保健学

分野 

２  長野県看護大学（公立） （4） 看護学研究科看護学専攻  博士

後期課程 

３  清泉女学院大学（私立） ― ＊修士のみ 

４  佐久大学 ― ＊修士のみ 

５  長野保健医療大学（私

立） 

―  

 新潟県  19  

１  新潟大学（国立） （６） 新潟大学大学院保健学研究科 

看護学分野 

博士後期課程 

２  新潟県立看護大学（公

立） 

（３） 看護学研究科看護学専攻（博士

後期課程） 

３  新潟医療福祉大学（私

立） 

（10） 大学院医療福祉学専攻 

博士後期課程 

４  新潟青陵大学（私立） ― ＊修士のみ 

５  

 

長岡崇徳大学（私立） ―  

 



 資料 17 

 

 

 

博士前期課程(修士課程)と博士後期課程との関連 

基礎看護学 感染看護学 老年看護学 精神看護学 

慢性期看護学 
助産学 地域看護学 看護管理学 

急性期看護学 在宅看護学 

小児看護学 

がん看護学 

共通科目 
研究倫理特講  看護学研究法  理論看護学 看護継続教育論 看護管理論 コンサルテーション  臨床薬理学  

フィジカルアセスメント 療育相談 地域環境保健論 看護政策学  病の社会学的現象論  病態生理学 

地域包括ケア 

看護学 

博
士
前
期
課
程 

博
士
後
期
課
程 

山梨県の健康課題や看護ニーズに応答するため、新たな看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの改革を

志向しつつ、複数の看護専門領域にわたる広域的な視座から看護に関する課題や問題の全体像と本質を捉え

探究する看護学の教育研究を行う分野 

地域包括ケア 

看護学 

臨床開発 

看護学 

母子育成 

看護学 

相互の連関 相互の連関 

博士前期課程の看護学の専門領域の専門性を統合 



 ディプロマ・ポリシーと教育課程の編成 資料 18 

 

・少子高齢化の伸長 

・医療提供体制の変革 

・在宅療養者の重症化 

・医療圏格差 

・看護系教員の不足 等 

 

 

＜県民が安心して暮らし続

けられる切れ目ない良質か

つ適切な医療提供＞ 

地域包括ケアシステム・地

域医療体制の構築 

(第７次山梨県地域保健医療

計画) 

①医療機関の分化・連携の

推進  

②医療と介護の連携の強化 

③小児を含む多様化する医

療ニーズへの対応 

    

 

・保健・医療・福祉の現場

で起こっている多様かつ複

雑な課題や問題を看護の視

点から的確に捉え分析し、

新たな看護ケアの開発、地

域包括ケアシステムの改革

を推進する人材が不可欠 

＜山梨県の地域課題＞ 

 

①医療機関、訪問看護ステーション、行政等における看護師・助産師・保健師の実践現場のリーダーとして、看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの改革を志向した研究成果

を現場に還元し、変革を主導できる。②看護大学等研究機関における研究者として、看護実践の知の体系化と発展に寄与する研究を自立して実施し、研究成果を実践現場の看護

職とともに現場に還元できる。③看護系教育機関の教育者として、高度な看護実践力と研究力を基盤に、専門的知識・技術と教育指導力をもって質の高い教育を展開できる。 

＜想定される高度看護実践者の活躍のイメージ＞ 

1 看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの改 

   革、看護実践の知の体系化の発展に貢献する 

   質の高い看護実践者・看護教育者に必要な基 

   礎的素養を涵養する「研究倫理特講」「看護 

   学研究法特論Ⅰ(量的研究)」「看護学研究法特 

   論Ⅱ(質的研究)」を必須の共通科目として設定 

  する。 

２ 看護ケアの開発や地域包括ケアシステムの改 

    革、看護実践の知の体系化に必要な 方法を 

    学修するために「看護政策組織特論」「ケア 

    リング特論」を選択の共通科目として設定す

る。 

3 専門領域の看護実践の基盤となる理論と知識、 

   実践と研究課題、用いられる研究方法につい 

   て追究し、学位論文への取り組みに導く「特 

    講科目」を選択の専門科目として設定する。 

４ 研究課題の学術的「問い」と研究課題の明確化 

   ならびに課題解決のための方法論を探究し、 

学位論文への取り組みへ導く「特講演習」を必

須の専門科目として設定する。 

５ 人々の QOL 向上に寄与できる看護実践の新 

規的かつ独創的な研究実施のための研究計画

書を作成し学位論文を産出するために「看護学

特別研究」を必須科目として設定する。 

１ 高度看護実践者として、 

 看護ケアの開発や地域包括 

 ケアシステムの改革を志向 

 した 研究が実施できる能力 

 を修得している。 

２ 高度看護実践者として、 
 看護実践の知の体系化と 

 発展に寄与する研究を自 

 立して実施できる能力を 

 修得している。 

３ 高度看護実践者として、高

度な看護実践力と研究力

を基盤に、専門的知識・技

術と教育指導力をもって

質の高い教育を展開でき

る能力を修得している。 
研究倫理特講  

看護学研究法特論Ⅰ  

看護学研究特論Ⅱ  

看護政策組織特論  

ケアリング特論 

臨床開発看護学特講  

地域包括ケア看護学特講  

母子育成看護学特講 

広域実践看護学特別演習 

看護学特別研究 

広域実践看護学分野 

＜カリキュラム・ポリシー＞    ＜構成科目＞ ＜ディプロマ・ポリシー＞ 

臨床開発看護学・地域包括ケア看護学・母子育成看護学 



別添追加資料 

 

【学生確保の見通し等を記載した書類 資料】 

資料 11 令和２年度８月実施アンケート依頼文（本学修了生、本学以外の修士

課程修了生、本学在院生宛） 

資料 12 令和２年度８月実施アンケート用紙（本学修了生、本学以外の修士課

程修了生、本学在院生宛） 

資料 13 令和２年度８月実施アンケート依頼文（看護局長・看護学部長宛) 

資料 14 令和２年度８月実施アンケート用紙（看護学部長宛） 

資料 15 令和２年度８月実施アンケート用紙（看護局長宛） 

資料 16 令和２年度８月実施アンケート結果（本学修了生、本学以外の修士課 

程修了生、本学在院生） 

資料 17 令和２年度８月実施アンケート結果（看護学部長） 

資料 18 令和２年度８月実施アンケート結果（看護局長） 

資料 19 令和２年度８月実施ヒヤリング依頼文（看護管理者・統括保健師宛） 

資料 20 令和２年度８月実施ヒヤリング内容（病院 看護管理者宛） 

資料 21 令和２年度８月実施ヒヤリング内容（訪問看護ステーション 看護管 

理者宛） 

資料 22 令和２年度８月実施ヒヤリング内容（統括保健師宛） 

資料 23 令和２年度８月実施ヒヤリング結果（病院 看護管理者） 

資料 24 令和２年度８月実施ヒヤリング結果（訪問看護ステーション 看護管 

理者） 

資料 25 令和２年度８月実施ヒヤリング結果（統括保健師）
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